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報告第１号 

 

 

 

専 決 処 分 報 告 

 

 

 

 次の事件は，地方自治法第１７９条第１項の規定により，別紙のように専決処分し

たので，同条第３項の規定により市議会に報告し，その承認を求める。 

 

 

令和元年６月２１日提出 

 

 

 

                        芦屋市長 伊 藤  舞 

 

 

 

 

記 

 

芦屋市市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

処分理由 

 

 地方税法等の一部を改正する法律による地方税法の一部改正に伴い，芦屋市市税条

例の一部を改正する必要が生じたが，特に緊急を要し，議会を招集する時間的余裕が

ないことが明らかであったため。 
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専決第１号 

 

 

 

   芦屋市市税条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 

 

 別紙のように，芦屋市市税条例の一部を改正する条例を制定することについて，地

方自治法第１７９条第１項の規定により，専決処分する。 

 

 

   平成３１年３月３１日 

 

 

 

                        芦屋市長 山 中  健    
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芦屋市条例第１３号 

 

 

芦屋市市税条例の一部を改正する条例 

 

 

芦屋市市税条例（昭和５９年芦屋市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

 

次の表中下線又は太枠の表示部分（以下改正前の欄にあっては「改正前部分」と，改正後の欄にあっては「改正後部分」と

いう。）については，次のとおりとする。 

(1) 改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは，当該改正前部分を当該改正後部分に改める。 

(2) 改正前部分のみ存在するときは，当該改正前部分を削る。 

(3) 改正後部分のみ存在するときは，当該改正後部分を加える。 

 

改正後 改正前 

（寄附金税額控除） （寄附金税額控除） 

第２６条 所得割の納税義務者が，前年中に法第３１４条の７第１

項第１号及び第２号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金若し

くは金銭のうち，規則で定めるものを支出した場合には，同項に

規定するところにより控除すべき額（当該納税義務者が前年中に

同条第２項に規定する特例控除対象寄附金を支出した場合にあ

つては，当該控除すべき金額に特例控除額を加算した金額。以下

この項において「控除額」という。）をその者の第２２条及び前

条の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。

この場合において，当該控除額が当該所得割の額を超えるとき

は，当該控除額は，当該所得割の額に相当する金額とする。 

第２６条 所得割の納税義務者が，前年中に法第３１４条の７第１

項第１号及び第２号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金若し

くは金銭のうち，規則で定めるものを支出した場合においては，

法第３１４条の７第１項に規定するところにより控除すべき額

（当該納税義務者が前年中に同項第１号に掲げる寄附金を支出

した場合にあつては，当該控除すべき金額に特例控除額を加算し

た金額。以下この項において「控除額」という。）をその者の第

２２条及び前条の規定を適用した場合の所得割の額から控除す

るものとする。この場合において，当該控除額が当該所得割の額

を超えるときは，当該控除額は，当該所得割の額に相当する金額

とする。 

(1)～(10) （略）  (1)～(10) （略） 

２ 前項の特例控除額は，法第３１４条の７第１１項（法附則第５ ２ 前項の特例控除額は，法第３１４条の７第２項（法附則第５条
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改正後 改正前 

条の６第２項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）

に定めるところにより計算した金額とする。 

の６第２項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）に

定めるところにより計算した金額とする。 

附 則 附 則 

第１４条の３の２ 平成２２年度から平成４３年度までの各年度

分の個人の市民税に限り，所得割の納税義務者が前年分の所得税

につき租税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の規定の

適用を受けた場合（居住年が平成１１年から平成１８年まで又は

平成２１年から平成３３年までの各年である場合に限る。）にお

いて，前条第１項の規定の適用を受けないときは，法附則第５条

の４の２第５項（同条第７項の規定により読み替えて適用される

場合を含む。）に規定するところにより控除すべき額を，当該納

税義務者の第２２条及び第２５条の規定を適用した場合の所得

割の額から控除する。 

第１４条の３の２ 平成２２年度から平成４３年度までの各年度

分の個人の市民税に限り，所得割の納税義務者が前年分の所得税

につき租税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の規定の

適用を受けた場合（居住年が平成１１年から平成１８年まで又は

平成２１年から平成３３年までの各年である場合に限る。）にお

いて，前条第１項の規定の適用を受けないときは，法附則第５条

の４の２第６項（同条第９項の規定により読み替えて適用される

場合を含む。）に規定するところにより控除すべき額を，当該納

税義務者の第２２条及び第２５条の規定を適用した場合の所得

割の額から控除する。 

 ２ 前項の規定は，次に掲げる場合に限り適用する。 

 (1) 前項の規定の適用を受けようとする年度分の第２９条第１

項の規定による申告書（その提出期限後において市民税の納税

通知書が送達される時までに提出されたもの及びその時まで

に提出された第３０条第１項の確定申告書を含む。）に租税特

別措置法第４１条第１項に規定する住宅借入金等特別税額控

除額の控除に関する事項の記載がある場合（これらの申告書に

その記載がないことについてやむを得ない理由があると市長

が認める場合を含む。） 

 (2) 前号に掲げる場合のほか，前項の規定の適用を受けようとす

る年度の初日の属する年の１月１日現在において法第３１７

条の６第１項の規定によつて給与支払報告書を提出する義務

がある者から給与の支払を受けている者であつて，前年中にお

いて給与所得以外の所得を有しなかつたものが，前年分の所得

税につき租税特別措置法第４１条の２の２の規定の適用を受

けている場合 
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改正後 改正前 

２ 前項の規定の適用がある場合における第２６条の２及び第２

６条の３第１項の規定の適用については，第２６条の２中「前２

条」とあるのは「前２条並びに附則第１４条の３の２第１項」と，

第２６条の３第１項中「前３条」とあるのは「前３条並びに附則

第１４条の３の２第１項」とする。 

３ 第１項の規定の適用がある場合における第２６条の２及び第

２６条の３第１項の規定の適用については，第２６条の２中「前

２条」とあるのは「前２条並びに附則第１４条の３の２第１項」

と，第２６条の３第１項中「前３条」とあるのは「前３条並びに

附則第１４条の３の２第１項」とする。 

（寄附金税額控除における特例控除額の特例） （寄附金税額控除における特例控除額の特例） 

第１４条の４ 第２６条の規定の適用を受ける市民税の所得割の

納税義務者が，法第３１４条の７第１１項第２号若しくは第３号

に掲げる場合に該当する場合又は第２２条第２項に規定する課

税総所得金額，課税退職所得金額及び課税山林所得金額を有しな

い場合であつて，当該納税義務者の前年中の所得について，附則

第３３条第１項，附則第３４条第１項，附則第３５条第１項，附

則第３８条第１項，附則第３９条第１項，附則第３９条の２第１

項又は附則第４０条第１項の規定の適用を受けるときは，第２６

条第２項に規定する特例控除額は，同項の規定にかかわらず，法

附則第５条の５第２項（法附則第５条の６第２項の規定により読

み替えて適用される場合を含む。）に定めるところにより計算し

た金額とする。 

第１４条の４ 第２６条の規定の適用を受ける市民税の所得割の

納税義務者が，法第３１４条の７第２項第２号若しくは第３号に

掲げる場合に該当する場合又は第２２条第２項に規定する課税

総所得金額，課税退職所得金額及び課税山林所得金額を有しない

場合であつて，当該納税義務者の前年中の所得について，附則第

３３条第１項，附則第３４条第１項，附則第３５条第１項，附則

第３８条第１項，附則第３９条第１項，附則第３９条の２第１項

又は附則第４０条第１項の規定の適用を受けるときは，第２６条

第２項に規定する特例控除額は，同項の規定にかかわらず，法附

則第５条の５第２項（法附則第５条の６第２項の規定により読み

替えて適用される場合を含む。）に定めるところにより計算した

金額とする。 

（個人の市民税の寄附金税額控除に係る申告の特例等） （個人の市民税の寄附金税額控除額に係る申告の特例等） 

第１５条 法附則第７条第８項に規定する申告特例対象寄附者（次

項において「申告特例対象寄附者」という。）は，当分の間，第

２６条第１項及び第２項の規定により控除すべき金額の控除を

受けようとする場合には，第２９条第３項の規定による申告書の

提出（第３０条の規定により当該申告書が提出されたものとみな

される所得税法第２条第１項第３７号に規定する確定申告書の

提出を含む。）に代えて，法第３１４条の７第２項に規定する特

例控除対象寄附金（以下この項及び次条において「特例控除対象

寄附金」という。）を支出する際，法附則第７条第８項から第１

第１５条 法附則第７条第８項に規定する申告特例対象寄附者（次

項において「申告特例対象寄附者」という。）は，当分の間，第

２６条第１項及び第２項の規定によつて控除すべき金額の控除

を受けようとする場合には，第２９条第３項の規定による申告書

の提出（第３０条の規定により当該申告書が提出されたものとみ

なされる所得税法第２条第１項第３７号に規定する確定申告書

の提出を含む。）に代えて，法第３１４条の７第１項第１号に掲

げる寄附金（以下この項及び次条において「地方団体に対する寄

附金」という。）を支出する際，法附則第７条第８項から第１０
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改正後 改正前 

０項までに規定するところにより，特例控除対象寄附金を受領す

る都道府県の知事又は市町村若しくは特別区の長（次項及び第３

項において「都道府県知事等」という。）に対し，同条第８項に

規定する申告特例通知書（以下この条において「申告特例通知書」

という。）を送付することを求めることができる。 

項までに規定するところにより，地方団体に対する寄附金を受領

する地方団体の長に対し，同条第８項に規定する申告特例通知書

（以下この条において「申告特例通知書」という。）を送付する

ことを求めることができる。 

２ 前項の規定による申告特例通知書の送付の求め（以下この条に

おいて「申告特例の求め」という。）を行つた申告特例対象寄附

者は，当該申告特例の求めを行つた日から賦課期日までの間に法

附則第７条第１０項第１号に掲げる事項に変更があつたときは，

同条第９項に規定する申告特例対象年（次項において「申告特例

対象年」という。）の翌年の１月１０日までに，当該申告特例の

求めを行つた都道府県知事等に対し，施行規則で定めるところに

より，当該変更があつた事項その他施行規則で定める事項を届け

出なければならない。 

２ 前項の規定による申告特例通知書の送付の求め（以下この条に

おいて「申告特例の求め」という。）を行つた申告特例対象寄附

者は，当該申告特例の求めを行つた日から賦課期日までの間に法

附則第７条第１０項第１号に掲げる事項に変更があつたときは，

同条第９項に規定する申告特例対象年（次項において「申告特例

対象年」という。）の翌年の１月１０日までに，当該申告特例の

求めを行つた地方団体の長に対し，施行規則で定めるところによ

り，当該変更があつた事項その他施行規則で定める事項を届け出

なければならない。 

３ 申告特例の求めを受けた都道府県知事等は，申告特例対象年の

翌年の１月３１日までに，法附則第７条第１０項の規定により申

請書に記載された当該申告特例の求めを行つた者の住所（同条第

１１項の規定により住所の変更の届出があつたときは，当該変更

後の住所）の所在地の市町村長に対し，施行規則で定めるところ

により，申告特例通知書を送付しなければならない。 

３ 申告特例の求めを受けた地方団体の長は，申告特例対象年の翌

年の１月３１日までに，法附則第７条第１０項の規定により申請

書に記載された当該申告特例の求めを行つた者の住所（同条第１

１項の規定により住所の変更の届出があつたときは，当該変更後

の住所）の所在地の市町村長に対し，施行規則で定めるところに

より，申告特例通知書を送付しなければならない。 

４ （略） ４ （略） 

第１５条の２ 当分の間，所得割の納税義務者が前年中に特例控除

対象寄附金を支出し，かつ，当該納税義務者について前条第３項

の規定による申告特例通知書の送付があつた場合（法附則第７条

第１３項の規定によりなかつたものとみなされる場合を除く。）

には，法附則第７条の２第４項に規定するところにより控除すべ

き額を，第２６条第１項及び第２項の規定を適用した場合の所得

割の額から控除するものとする。 

第１５条の２ 当分の間，所得割の納税義務者が前年中に地方団体

に対する寄附金を支出し，かつ，当該納税義務者について前条第

３項の規定による申告特例通知書の送付があつた場合（法附則第

７条第１３項の規定によりなかつたものとみなされる場合を除

く。）においては，法附則第７条の２第４項に規定するところに

より控除すべき額を，第２６条第１項及び第２項の規定を適用し

た場合の所得割の額から控除するものとする。 
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附 則 

 

（施行期日） 

第１条 この条例は，平成３１年４月１日から施行する。ただし，第２６条の改正規定並びに附則第１４条の４，第１５条及

び第１５条の２の改正規定並びに次条第２項から第４項までの規定は，平成３１年６月１日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の芦屋市市税条例（以下「新条例」という。）附則第１４条の３の２の規定は，平成３１年度

以後の年度分の個人の市民税について適用し，平成３０年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

２ 新条例第２６条並びに附則第１４条の４及び第１５条の２の規定は，平成３２年度以後の年度分の個人の市民税について

適用し，平成３１年度分までの個人の市民税については，なお従前の例による。 

３ 新条例第２６条第１項及び附則第１５条の２の規定の適用については，平成３２年度分の個人の市民税に限り，次の表の

左欄に掲げる新条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２６条第１項 特例控除対象寄附金 特例控除対象寄附金又は同条第１項第

１号に掲げる寄附金（平成３１年６月１

日前に支出したものに限る。） 

附則第１５条の２ 

 

 

 

 

 

 

 

特例控除対象寄附金 特例控除対象寄附金又は法第３１４条

の７第１項第１号に掲げる寄附金（平成

３１年６月１日前に支出したものに限

る。） 

送付 送付又は芦屋市市税条例の一部を改正

する条例（平成３１年芦屋市条例第１３

号）附則第２条第４項の規定によりなお

従前の例によることとされる同条例の
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規定による改正前の芦屋市市税条例附

則第１５条第３項の規定による同条第

１項に規定する申告特例通知書の送付 

４ 新条例附則第１５条第１項から第３項までの規定は，市民税の所得割の納税義務者が平成３１年６月１日以後に支出する

地方税法等の一部を改正する法律（平成３１年法律第２号。以下この項において「改正法」という。）第１条の規定による

改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４条の７第２項に規定する特例控除対象寄附金について適用し，市

民税の所得割の納税義務者が同日前に支出した改正法第１条の規定による改正前の地方税法第３１４条の７第１項第１号に

掲げる寄附金については，なお従前の例による。 
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参 照  

 

 

   芦屋市市税条例の一部改正要綱 

 

 

１ 改正の趣旨 

  地方税法等の一部を改正する法律による地方税法の一部改正に伴い，所要の改正

を行ったもの。 

 

２ 改正の内容 

  個人市民税 

(1) 寄附金税額控除における特例控除の対象となる寄附金（ふるさと納税）は，次

の基準に適合し，総務大臣が指定する市区町村等への寄附金（以下「特例控除対

象寄附金」という。）に限ることとした。（第２６条関係） 

  ア 寄附金の募集を適正に実施すること。 

  イ 市区町村等が寄附金の受領に伴い提供する返礼品等の費用の額が，いずれも

当該寄附金の額の３割に相当する金額以下であること。 

  ウ 返礼品等を提供する市区町村等の区域内において生産された物品又は提供

される役務等であって総務大臣が定める基準に適合するものであること。 

 

 (2) 住宅借入金等特別税額控除の適用について，納税通知書が送達される時までに

当該控除に関する事項を記載した申告書を提出すること等の要件を不要とする

こととした。（附則第１４条の３の２関係） 

 

(3) その他所要の規定の整備 

 

３ 施行期日等 

(1) ２(2)の規定 平成３１年４月１日 

(2) ２(1)及び(3)の規定 平成３１年６月１日 

(3) 経過措置 

ア ２(2)の規定は，平成３１年度以後の年度分の個人市民税について適用し，平
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成３０年度分までの個人市民税については，なお従前の例による。 

イ ２(1)及び(3)の規定は，平成３２年度以後の年度分の個人市民税について適

用し，平成３１年度分までの個人市民税については，なお従前の例による。 

  ウ ２(1)及び(3)の規定の適用については，平成３２年度分の個人市民税に限り，

所要の読替えを行うこととする。 
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寄附金の募集の適正な実施に係る基準 

（平成３１年４月１日総務省告示第１７９号） 

 

 

（１） 寄附者を紹介する者への謝金その他の経済的利益の供与その他不当

な方法による寄附金の募集を行わないこと。 

 

（２） 返礼品等を強調した宣伝広告を行わないこと。 

 

（３） 寄附者による適切な寄附先の選択を阻害するような表現を用いた情

報提供を行わないこと。 

 

（４）  当該地方団体の区域内に住所を有する者に返礼品等を提供しないこと。 

 

（５） 寄附金の募集に要した経費を受領した寄附金の５割以下とすること。 

 

（６） 平成３０年１１月１日から申出書（※）を提出する日までの間に，

ふるさと納税制度の趣旨に反する方法により他の地方団体に多大な

影響を及ぼすような寄附金の募集を行い，他の地方団体と比べて著し

く多額の寄附金を受領していないこと。 

 

※  寄附金の募集の適正な実施に係る基準に適合する地方団体とし

て総務大臣の指定を受けようとする際に提出する申出書 
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